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１)経営成績

　当連結会計年度における売上高は4,262億2千6百万円と
前連結会計年度に比べ215億7千5百万円の増収となりまし

た。主に産業関連事業で鉄鋼、液晶、半導体、シリコンウエハー、

ガラス等の主要ユーザーへのガス供給が好調に推移したこと、

ケミカル関連事業で粗ベンゼンなどの基礎化学品がタイトな

需給環境と市況好転により好調に推移したこと、新規連結会

社が増加したことなどによるものです。

　営業利益は、255億7千8百万円となり、前連結会計年度

に比べ24億8千1百万円の増益となりました。主に売上増加

による増益に加えて、各事業での価格是正とコスト合理化な

どによるものです。

　経常利益は277億１千万円となりました。主に営業利益

及び受取配当金の増加により、前連結会計年度に比べ22億5

千１百万円の増益となっております。

財政状態及び経営成績の分析

　特別利益は、投資有価証券売却益及び出資金売却益が減少

したことなどにより、前連結会計年度比25億2千3百万円減

少の2億3千１百万円となりました。

　特別損失は、関係会社事業損失や減損損失が減少したこと

などにより、前連結会計年度比24億4千万円減少の26億4千

4百万円となりました。

　これにより、経常利益から特別損益を加減した税金等調整

前当期純利益は252億9千7百万円となり、税金費用と少数

株主利益を控除した当期純利益は、前連結会計年度比26億2

千5百万円増加の145億3百万円となりました。1株当たり当

期純利益は前連結会計年度の72.59円から79.29円に増加

し、自己資本当期純利益率(ＲＯＥ)は前連結会計年度の11.9

％から12.2％、総資産経常利益率(ＲＯＡ)は前連結会計年度

の8.0％から8.1％に向上しました。

２)財政状態

資産の部

　流動資産は、新規連結子会社が増加したことに伴い受取手

形及び売掛金やたな卸資産を中心に前連結会計年度に比べて

38億8千7百万円増加し、1,476億7千2百万円となりまし

た。

　固定資産は、産業事業関連の設備投資が増加したことや新

規連結子会社が増加したことに伴い有形固定資産が増加し、

保有株式の評価益の減少により投資有価証券が大きく減少し

たものの、前連結会計年度に比べて202億8千3百万円増加

し、2,057億2千6百万円となりました。

　以上の結果、総資産は前連結会計年度に比べて241億7

千万円増加し、3,533億9千9百万円となりました。

負債の部

　2009年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の早期転

換があったものの、設備投資の増加や新規連結子会社の増加

に伴い有利子負債が増加したことから、負債合計は前連結会

計年度に比べて44億2千3百万円増加し、2,154億7百万円

となりました。

純資産の部

　純資産は、転換社債の株式転換に伴う資本金及び資本剰余

金の増加や、当期純利益の積み上げなどにより、前連結会計

年度に比べて197億4千7百万円増加し、1,379億9千2百万

円となりました。

　なお、１株当たり純資産は前連結会計年度の641.95円か

ら689.41円に増加し、自己資本比率は前連結会計年度の

33.2％から36.1％に上昇しました。
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３)キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期

純利益が増加したものの、法人税等の支払額が増加したこと

や運転資本の増加により、前連結会計年度比89億8千4百万

円減少し、216億6千4百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、産業ガス関連の設

備投資や総合開発研究所の建設に伴い有形固定資産の取得に

よる支出が増加したことや、投資有価証券の取得による支出

などが増加したことにより、前連結会計年度比188億2千万

円支出が増加し、△360億3千3百万円となりました。その

結果、フリー・キャッシュ・フローは前連結会計年度比278

億4百万円減少し、△143億6千9百万円となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、投資資金の借入を

行ったことにより、前連結会計年度比194億１千5百万円増

加し、98億円となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高

は前連結会計年度比43億2千１百万円減少し、125億2千4

百万円となりました。

　

４)事業等のリスク

　当社グループの事業展開上、事業の状況、経理の状況等に

変動を与え、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末

現在において判断したものであります。

　

市場

　当社グループが製造・販売する酸素や窒素などの産業ガス

は鉄鋼、エレクトロニクス、自動車や造船業界を大口顧客と

しております。そのため、主に東アジアの高成長に支えられ

ている当該業界の需要動向によっては産業ガスの販売に影響

を及ぼす可能性があります。

　原油価格の高騰などにより電力費用が上昇した場合、当社

グループが製造・販売する酸素や窒素などの産業ガスの製造

費用が増加します。この費用増分を顧客に転嫁できない場合

は、産業ガスの収益に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループが販売しておりますＬＰガス・灯油はＣＰ価

格・原油価格などの影響を受けますが、仕入価格の変動を販

売価格に速やかに転嫁できない場合は、ＬＰガス・灯油の収

益に影響を及ぼす可能性があります。

　

燃油費の高騰

　原油価格の高騰などにより軽油価格などが上昇した場合、

軽油費、燃油費、船舶利用費、航空利用費などの運送原価が

増加します。これら費用増の相当分を顧客に転嫁できない場

合は、収益に影響を及ぼす可能性があります。

　

薬価制度

　当社グループは医療機関向けに医療用ガスや医療サービス

を提供しております。そのため、薬価改定の内容によっては

医療用ガスや医療サービスの販売に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

安全・品質

　当社グループは高圧ガス保安法や液化石油ガス法に則り高

圧ガスなどを製造・販売しておりますが、工場事故などが発

生した場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。当社グループは薬事法に則り医療用ガス

や医療機器を製造・輸入販売しておりますが、リコールや製

造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、当社グループ

の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。当社グ

ループは食品衛生法・ＪＡＳ法(品質表示基準)などに則り冷

凍食品やハム・デリカなどの食品を製造・販売しております

が、品質などの問題が発生した場合には消費者の信用を失い、

当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

事業投資

　当社グループは近年積極的にＭ＆Ａを展開し業容の拡大を

図っております。事業投資が当初計画しておりました業績か

ら乖離する場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

　

競合会社

　当社グループの各事業において様々な競合会社が存在し、

異業種からの新規参入などの潜在的な競合リスクも存在しま

す。そのため、事業の拡大やコスト削減などの競合会社への

対応が遅れた場合、当社グループの業績や財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

　

環境規制

　当社グループは国内外において、環境関連法規の規制を受

けており、環境関連法規を遵守した事業活動を行っておりま

すが、環境関連法規の改定によって規制強化が図られた場合、

対応コストの増大により当社グループの業績や財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

　

自然災害

　地震などの自然災害が発生したことにより、当社グループ

の製造拠点が重大な損害を受け、生産能力の大幅な低下もし

くは生産活動の遅れが生じた場合、当社グループの業績や財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　これらの他にも様々なリスクが存在しており、ここに記載

されたリスクが当社グループの全てのリスクではありません。

	

1.	 	各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

2.	 	株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

3.	 	営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

	 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

	 また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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連結貸借対照表
エア・ウォーター株式会社　2008年3月期及び2007年3月期

百万円 千米ドル (注記1)

2008 2007 2008 

資産
流動資産：

現金及び預金 (注記3) ¥12,554 ¥16,792 $125,277

有価証券 (注記5) 364 412 3,632

受取手形及び売掛金 91,695 89,355 915,028

たな卸資産 (注記4) 29,473 23,637 294,112

短期貸付金 4,328 4,754 43,189

繰延税金資産 (注記9) 2,929 2,831 29,229

その他流動資産 7,607 7,298 75,911

貸倒引当金 (1,278) (1,295) (12,753)

　　　流動資産合計 147,672 143,784 1,473,625

有形固定資産 (注記7)：

土地 (注記6) 42,030 36,479 419,419

建物及び構築物 79,090 68,099 789,243

機械装置 139,336 97,430 1,390,440

建設仮勘定 7,188 7,163 71,729

その他 54,596 51,546 544,816

322,240 260,717 3,215,647

減価償却累計額 180,788 141,143 1,804,091

　　　有形固定資産合計 141,452 119,574 1,411,556

投資その他の資産：

投資有価証券 (注記5) 36,335 41,086 362,589

出資金 1,277 1,301 12,743

繰延税金資産 (注記9) 2,544 2,498 25,387

のれん 13,215 12,142 131,873

その他の資産 (注記7) 11,644 9,997 116,196

貸倒引当金 (740) (1,154) (7,385)

　　　投資その他の資産合計 64,275 65,870 641,403

　　　資産合計 ¥353,399 ¥329,228 $3,526,584
添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。

百万円 千米ドル (注記1)

2008 2007 2008 

負債
流動負債：

支払債務：

支払手形及び買掛金 ¥66,002 ¥69,241 $658,637

設備未払金及び設備支払手形 3,706 3,867 36,982

短期借入債務及び一年内返済予定長期借入債務 (注記7) 54,469 37,207 543,549

未払費用及び賞与引当金 12,757 11,536 127,303

未払法人税等 (注記9) 5,786 5,971 57,739

役員賞与引当金 208 205 2,076

その他流動負債 5,133 4,704 51,221

　　　流動負債合計 148,061 132,731 1,477,507

固定負債：

返済予定一年超の長期借入債務 (注記7)	 47,147 55,561 470,482

繰延税金負債 (注記9)	 7,390 10,548 73,745

土地再評価に係る繰延税金負債 (注記6)	 1,316 998 13,132

退職給付引当金 (注記19)	 7,483 7,154 74,673

役員退職慰労引当金	 595 2,690 5,938

その他固定負債	 3,415 1,302 34,079

　　　固定負債合計	 67,346 78,253 672,049

偶発債務 (注記12)

　　　負債合計	 215,407 210,984 2,149,556

純資産 (注記10)

株主資本：

資本金

　授権株式数	-	480,000,000	株

　発行済株式数	-	185,039,839	株 (2008年 )	 25,514 19,874 254,605 

資本剰余金	 27,694 19,631 276,360 

連結剰余金 (注記22)	 77,808 67,119 776,449 

自己株式	 (193) (224) (1,926)

　2008年 -	165,218	株

評価・換算差額等：

その他有価証券評価差額金	 5,925 11,643 59,126 

繰延ヘッジ損益	 (224) 38 (2,235)

土地再評価差額金 (注記6)	 (8,937) (8,631) (89,183)

為替換算調整勘定	 (19) (12) (190)

　　　評価・換算差額等合計	 (3,255) 3,038 (32,482)

新株予約権 (注記20)	 42 - 420

少数株主持分	 10,382 8,806 103,602

　　　純資産合計	 137,992 118,244 1,377,028

　　　負債純資産合計	 ¥353,399 ¥329,228 $3,526,584
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連結損益計算書
エア・ウォーター株式会社　2008年3月期及び2007年3月期

百万円 千米ドル (注記1)

2008 2007 2008 

売上高	 ¥426,226 ¥404,651 $4,253,328

売上原価	 324,910 307,557 3,242,291

販売費及び一般管理費	 75,738 73,997 755,793

　　　営業利益	 25,578 23,097 255,244

その他の収益 (費用 )

受取利息及び受取配当金	 632 444 6,307

支払利息	 (1,344) (1,018) (13,412)

持分法による投資利益	 2,283 2,342 22,782

持分変動利益	 32 - 319

固定資産売却益	 49 149 489

投資有価証券売却益	 63 1,473 629

出資金売却益	 37 872 369

固定資産売却損及び廃棄損	 (1,049) (976) (10,468)

減損損失 (注記13)	 (636) (1,574) (6,347)

投資有価証券等売却損 (注記14)	 0 (3) 0

投資有価証券等評価損 (注記15)	 (537) (171) (5,359)

特別退職金	 (69) (39) (689)

関係会社事業損失	( 注記 16)	 (92) (1,413) (918)

たな卸資産処分損	 - - -

その他	 350 (55) 3,494

　　　税金等調整前当期純利益	 25,297 23,128 252,440

法人税等 (注記9)：

法人税、住民税及び事業税	 9,590 9,192 95,699

法人税等調整額	 83 842 828

15,624 13,094 155,913

少数株主利益	 (1,121) (1,217) (11,187)

　　　当期純利益	 ¥14,503 ¥11,877 $144,726

円 米ドル (注記1)

2008 2007 2008 

１株当たり情報

1株当たり当期純利益	 ¥79.29 ¥72.59 $0.79

潜在株式調整後1株当たり当期純利益	 78.63 64.98 0.78

1株当たり配当額	 22.00 20.00 0.22

添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。

連結株主資本等変動計算書
エア・ウォーター株式会社　2007年3月期

百万円

株主資本

資本金

資本

剰余金

利益

剰余金 自己株式

株主資本

合計

2006年 3月31日残高 ¥16,664 ¥15,144 ¥58,830 ¥(322) ¥90,316 

新基準適用のための組み替え

2006年 4月1日残高 ¥16,664 ¥15,144 ¥58,830 ¥(322) ¥90,316 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加高	  3,210  3,211  6,421 

　株式交換による変動額	 1,263 344 1,607 

　剰余金の配当	 (3,091) (3,091)

　利益処分による役員賞与	 (150) (150)

　土地評価差額金の取崩し	 (9) (9)

　当期純利益	 11,877 11,877 

　連結子会社増加による減少高	 (429) (429)

　連結子会社の非連結子会社合併による増加高	 91 91 

　自己株式の取得	 (273) (273)

　自己株式の処分	 13 27 40 

　株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額 (純額 )	

当連結会計年度中の変動額合計	  3,210 4,487 8,289 98 16,084 

2007年 3月31日残高	 ¥19,874 ¥19,631 ¥67,119 ¥(224) ¥106,400 

百万円

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地

再評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

少数株主

持分

純資産

合計

2006年 3月31日残高 ¥5,624 ¥- ¥(4,638) ¥(408) ¥578  ¥- ¥90,894 

新基準適用のための組み替え

 7,516 

2006年 4月1日残高 ¥5,624 ¥- ¥(4,638) ¥(408) ¥578 ¥7,516 ¥98,410 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加高	  6,421 

　株式交換による変動額	 1,607 

　剰余金の配当	 (3,091)

　利益処分による役員賞与	 (150)

　土地評価差額金の取崩し	 (9)

　当期純利益	 11,877 

　連結子会社増加による減少高	 (429)

連結子会社の非連結子会社合併による増加高 91 

　自己株式の取得	 (273)

　自己株式の処分	 40 
株主資本以外の項目の当連結会計年度中の
変動額 (純額 )	 6,019 38 (3,993) 396 2,460 1,290 3,750 

当連結会計年度中の変動額合計	 6,019 38 (3,993) 396 2,460 1,290 19,834 
2007年 3月31日残高	 ¥11,643 ¥38 ¥(8,631) ¥(12) ¥3,038 ¥8,806 ¥118,244 
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百万円

株主資本

資本金

資本

剰余金

利益

剰余金 自己株式

株主資本

合計

2007年 4月1日残高 ¥19,874 ¥19,631 ¥67,119 ¥(224) ¥106,401 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加高	  5,640  5,639  11,279 

　株式交換による変動額	 2,422 227 2,649 

　剰余金の配当	 (3,726) (3,726)

　土地評価差額金の取崩し	 (7) (7)

　当期純利益	 14,503 14,503 

　連結子会社増加による減少高	 (54) (54)

　連結子会社の非連結子会社合併による減少高	 (27) (27)

　自己株式の取得	 (215) (215)

　自己株式の処分	 2 19 21 

　株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額 (純額 )	

当連結会計年度中の変動額合計	 5,640 8,063 10,689 31 24,423 

2008年 3月31日残高	 ¥25,514  ¥27,694 ¥77,808 ¥(193) ¥130,824

千米ドル (注記1)

株主資本

資本金

資本

剰余金

利益

剰余金 自己株式

株主資本

合計

2007年 4月1日残高 $198,324 $195,899 $669,783 ($2,235) $1,061,781 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加高	 56,281 56,272 112,553 

　株式交換による変動額	 24,169 2,265 26,434 

　剰余金の配当	 (37,182) (37,182)

　土地評価差額金の取崩し	 (70) (70)

　当期純利益	 144,726 144,726 

　連結子会社増加による減少高	 (539) (539)

　連結子会社の非連結子会社合併による減少高	 (269) (269)

　自己株式の取得	 (2,145) (2,145)

　自己株式の処分	 20 189 209 

　株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額 (純額 )	

当連結会計年度中の変動額合計	  56,281 80,461 106,666 309 243,717 

2008年 3月31日残高	 $254,605 $276,360 $776,449 ($1,926) $1,305,498 

連結株主資本等変動計算書
エア・ウォーター株式会社　2008年3月期

百万円

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地

再評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

新株

予約権

少数株主

持分

純資産

合計

2007年 4月1日残高 ¥11,643 ¥38 ¥(8,631) ¥(12) ¥3,038 ¥- ¥8,806 ¥118,244 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加高  11,279 

　株式交換による変動額	 2,649 

　剰余金の配当	 (3,726)

　土地評価差額金の取崩し	 (7)

　当期純利益	 14,503 

　連結子会社増加による減少高 (54)
連結子会社の非連結

子会社合併による減少高	 (27)

　自己株式の取得	 (215)

　自己株式の処分	 21 
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額 (純額 )	 (5,718) (262) (306) (7) (6,293) 42 1,576 (4,675)

当連結会計年度中の変動額合計 (5,718) (262) (306) (7) (6,293) 42 1,576 19,748 
2008年 3月31日残高	 ¥5,925 (¥224) (¥8,937) (¥19) (¥3,255) ¥42 ¥10,382 ¥137992

千米ドル (注記1)

評価・換算差額等

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地

再評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

新株

予約権

少数株主

持分

純資産

合計

2007年 4月1日残高 $116,186 $379 ($86,129) ($120) $30,316 $- $87,875 $1,179,962 

当連結会計年度中の変動額

　新株予約権の行使に伴う増加 112,553 

株式交換による変動額	 26,434 

剰余金の配当	 (37,182)

土地評価差額金の取崩し	 (70)

当期純利益	 144,726 

連結子会社増加による減少高 (539)
連結子会社の非連結	
子会社合併による減少高	 (269)

自己株式の取得	 (2,145)

自己株式の処分	 209 
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額 (純額 ) (57,060) (2,614) (3,054) (70) (62,798) 420 15,727 (46,651)

当連結会計年度中の変動額合計 (57,060) (2,614) (3,054) (70) (62,798)    420  15,727 197,066 

2008年 3月31日残高	 $59,126 ($2,235) ($89,183) ($190) ($32,482) $420 $103,602 $1,377,028 

高
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連結キャッシュ ･フロ－計算書
エア・ウォーター株式会社　2008年3月期及び2007年3月期

百万円 千米ドル (注記1)

2008 2007 2008
営業活動によるキャッシュ・フロー：
税金等調整前当期純利益	 ¥25,297 ¥23,128 $252,440 
減価償却費	 13,522 12,602 134,937 
減損損失	 636 1,574 6,347 
のれん償却額	 1,217 1,291 12,144 
貸倒引当金の増減額	 (440) 970 (4,391)
退職給付引当金の増減額	 21 (218) 210 
受取利息及び受取配当金	 (632) (444) (6,307)
支払利息	 1,344 1,018 13,412 
持分法による投資利益	 (2,283) (2,342) (22,782)
持分変動利益	 (32) - (319)
固定資産売却益	 (49) (149) (489)
固定資産売却損及び廃棄損	 1,049 976 10,468 
投資有価証券売却益	 (63) (1,473) (629)
投資有価証券等売却損	 0 3 0 
投資有価証券等評価損	 571 253 5,698 
出資金売却益	 (37) (872) (369)
売上債権の増減額	 1,601 (5,740) 15,976 
たな卸資産の増減額	 (2,388) (810) (23,830)
仕入債務の増減額	 (5,378) 9,615 (53,667)
役員賞与の支払	 - (160) -
その他	 (2,671) (1,461) (26,655)
小計	 31,285 37,761 312,194 
利息及び配当金の受取額	 1,570 868 15,668 
利息の支払額	 (1,348) (1,004) (13,452)
法人税等の支払額	 (9,843) (6,977) (98,224)
　　営業活動によるキャッシュ・フロー	 ¥21,664 ¥30,648 $216,186 

投資活動によるキャッシュ・フロー：
有形固定資産の取得による支出	 (23,576) (19,239) (235,266)
有形固定資産の売却による収入	 2,538 2,384 25,327 
無形固定資産の取得による支出	 (1,790) (2,026) (17,862)
投資有価証券の取得による支出	 (6,671) (3,049) (66,570)
投資有価証券の売却による収入	 101 2,705 1,008 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 (注記3)	 (5,312) - (53,009)
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 (注記3)	 - 1,198 -
出資金の売却による収入	 - 896 -
貸付けによる支出	 (1,751) (392) (17,473)
貸付金の回収による収入	 412 168 4,111 
その他	 16 142 159 
　　投資活動によるキャッシュ・フロー	 ¥(36,033) ¥(17,213) $(359,575)

財務活動によるキャッシュ・フロー：
短期借入金の純増減額	 10,498 (5,071) 104,760 
長期借入れによる収入	 19,396 20,279 193,554 
長期借入金の返済による支出	 (15,406) (21,557) (153,737)
社債の発行による収入	 - 200 -
社債の償還による支出	 (607) (399) (6,057)
自己株式の取得による支出	 (216) (273) (2,155)
自己株式の売却による収入	 46 40 459 
少数株主からの払込みによる収入	 - 441 -
配当金の支払額	 (3,726) (3,091) (37,182)
少数株主への配当金の支払額	 (184) (184) (1,837)
　　財務活動によるキャッシュ・フロー	 ¥9,801 ¥(9,615) $97,805 

現金及び現金同等物に係る換算差額	 (5) 0 (50)
現金及び現金同等物の増減額	 (4,573) 3,820 (45,634)
現金及び現金同等物の期首残高	 16,846 12,876 168,107 
合併による現金及び現金同等物の増加額	 14 10 140 
連結子会社増加による現金及び現金同等物の増加額	 237 140 2,365 
現金及び現金同等物の期末残高 (注記3)	 ¥12,524 ¥16,846 $124,978 
添付の連結財務諸表注記はこれらの連結財務諸表の一部です。

1.	 連結財務諸表作成の基本となる事項

　添付の連結財務諸表は日本の金融商品取引法及び関連する

会計諸法令及び日本で一般に公正妥当と認められた会計基準

に準拠して作成されております。日本で一般に公正妥当と認

められた会計基準は、国際財務報告基準及び他の国々の会計

処理及び開示の基準と異なる部分があります。

　海外連結子会社の会計処理はそれぞれの国で一般に公正妥

当と認められる会計基準に基づいて行われております。

　添付の連結財務諸表は当社が日本で一般に公正妥当と認め

られた基準に従って作成し、金融商品取引法の規定により財

務省の所管財務局に提出した連結財務諸表を組み替え、英語

連結財務諸表注記
エア・ウォーター株式会社　2008年3月期及び2007年3月期

2.	 重要な会計方針の要約

(1)	連結

　添付の連結財務諸表は、当社及び連結子会社(当社が議決権

の過半数を所有している会社、あるいは、当社による支配が

事実として存在する会社)から構成されております(以下、連

結会社という。)。

　関連会社(当社が営業及び財務の方針に対して重要な影響

力を行使し得る被投資会社)は持分法により処理されておりま

す。従って、その投資額は取得日以後における未実現損益調

整後の金額で計上されております。

　連結子会社の数は、2008年3月期は68社であり、2007

年3月期は63社であります。また、持分法適用会社は2008

年3月期は7社であり、2007年3月期は6社であります。

　連結財務諸表作成に当たって、連結会社間の重要な取引、

債権・債務及び未実現利益は消去されており、少数株主負担

分については少数株主持分に計上しております。

　子会社の投資と資本の相殺消去に当たり、子会社の資産及

び負債は、少数株主に帰属すべき部分も含めて、子会社に対

する支配を獲得した時点における公正価値に基づいて評価し

ております。	

(2)	 会計方針の変更

＜2007年 3月期＞

(役員賞与に関する会計基準)

　2007年3月期から「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　2005年11月29日企業会計基準第4号)を適

用しております。この結果、従来の方法と比較して、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ205百万

円(1,736千米ドル)減少しております。

(企業結合に係る会計基準等)

　2007年3月期から「企業結合に係る会計基準」(企業会計

審議会　2003年10月31日)及び「事業分離等に関する会計

基準」(企業会計基準第7号　2005年12月27日)並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第10号　2005年12月27日)を適用

しております。

へ翻訳したものであります(記述の追加を含みます)。

　補足的な情報については、日本語の連結財務諸表に記載さ

れている事項であっても、添付の連結財務諸表には記載して

いない場合があります。

　日本円から米ドルへの換算額は、主として海外の読者の便

宜を図るために記載しており、2008年3月31日現在の為替

相場1ドル＝100.21円で換算しております。これは便宜上

の換算であって、日本円で表示している金額が、実際に米ド

ル転換されていることを示すものではなく、将来転換できる

ことを示すものでもありません。

＜2008年 3月期＞

(固定資産の減価償却の方法)

　2008年3月期から従来定率法を採用していた有形固定資

産について、減価償却の方法を定額法に変更しております。

なお、法人税法の改正に伴い、2007年4月1日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法によっております。この変更は、2007年度税制

改正において減価償却制度が抜本的に見直されたことを契機

に、定率法を採用していた有形固定資産の使用状況を見直し

たところ、主としてガス供給設備と機能的に一体となり、概

ね耐用年数にわたって平均的な利用による便益が発現するも

のと考えられることから、費用配分の適正化を図り、より合

理的な期間損益計算を行うために実施しました。この結果、

従来の方法と比較して、営業利益が647百万円(6,456千米

ドル)、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ715

百万円(7,135千米ドル)増加しております。なお、セグメン

ト情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。

(役員退職慰労引当金の会計処理)

　2008年3月期から一部の連結子会社において、改正後の

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(日

本公認会計士協会　2007年4月13日監査・保証実務委員会

報告第42号)を適用しております。この結果、従来の方法と

比較して、営業利益及び経常利益がそれぞれ23百万円(230

千米ドル)減少し、税金等調整前当期純利益が104百万円

(1,038千米ドル)減少しております。なお、セグメント情報

に与える影響については、当該箇所に記載しております。

(3)	 有価証券

　子会社株式及び関連会社株式のうち、非連結及び持分法非

適用会社の株式については移動平均法による原価法で計上し

ております。
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　当社の保有する時価のあるその他有価証券は、決算期末日

前１カ月の市場価格等に基づき評価しております。

　連結子会社の保有する時価のあるその他有価証券は、決算

期末日の市場価格等に基づき評価しております。

　時価のあるその他有価証券は時価で計上され、未実現損益

は税効果控除後の金額を純資産の部に別掲しております。そ

の他有価証券の売却損益は移動平均法により算定しておりま

す。

　時価のないその他有価証券の実質価額が著しく下落し、回

復可能性がないと見込まれる場合、当該株式を実質価額まで

減損し、実質価額と簿価の差額は損失として認識しておりま

す。

(4)	 棚卸資産	

　棚卸資産は主として総平均法による原価法によっておりま

す。

(5)	 デリバティブ及びヘッジ会計

　連結会社はヘッジ目的以外のデリバティブを時価で評価し、

時価の変動は損益として認識しております。

　ただし、デリバティブがヘッジとして使用され一定のヘッ

ジ要件を満たす場合には、ヘッジ対象に係る損益が認識され

るまで、デリバティブの時価の変動から生じる損益の認識を

繰延べております。

　しかし、先物為替予約が将来の外貨建取引をヘッジする目

的で行われ、一定のヘッジ要件を充足する場合には、当該先

物為替予約は予約レートにより計上され、先物為替予約に係

る損益は認識されません。

	 	 	

(6)	有形固定資産

　有形固定資産は取得原価で計上されております。減価償却

は、主として定額法によっております。

(追加情報)　

　2008年3月期から法人税法の改正に伴い、2007年3月

31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の5％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。この結果、従来の方法と比較して、

営業利益が661百万円(6,596千米ドル)、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ671百万円(6,696千米ドル)

減少しております。なお、セグメント情報に与える影響につ

いては、当該箇所に記載しております。

(7)	 のれん及び負ののれんの償却

　その効果が発現すると見積もられる期間(計上後20年以内)

で均等償却しております。ただし、金額の僅少な場合は、発

生時に一括償却しております。

	

(8)	 貸倒引当金

　貸倒引当金は貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収不能見込額を見積もって計上しております。

(9)	 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、2008年3月期に

おける支給見込み額を計上しております。

(10) 退職給付引当金

(a)従業員:連結会社は、社外積立をしない一時金制度と社外積

立による雇用主全額負担の年金制度の2種類の退職給付制度

を有しており、資格を有するすべての従業員は、退職時の給

与水準、勤続期間、その他の要素に基づく退職給付を受ける

ことができます。

　従業員の退職給付に備えるため、2008年3月期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、2008年

3月期末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定額

法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して

おります。

　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数による按分額を費用処理しておりま

す。

(ｂ)取締役及び監査役:一部の連結子会社は、役員に対する退

職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。当社は、従来、役員に対する退職慰労金支

給に備えるため、内規に基づく期末要支給額(役員退任年金

の期末要支給相当額を含む。)を計上しておりましたが、平成

19年3月29日開催の取締役会において役員退職慰労金制度

を廃止することを決議し、平成19年6月28日開催の株主総

会において当制度適用期間中に在任している役員に対する打

ち切り支給の承認を受けました。これに伴い、平成19年7月

13日に打ち切り支給を行うとともに、役員退任年金について

固定負債の「その他」に計上しております。

(11)	研究開発費

　研究開発費は、2008年3月期に2,983百万円(29,767千

ドル)、2007年3月期に2,755百万円であり、一般管理費に

含まれております。

(12) ファイナンスリース

　所有権移転がなく契約上購入条件のないファイナンスリー

スは、日本で一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき

オペレーティングリースと同様の処理によっております。

(13)	外貨換算

　外貨建金銭債権債務は期末日レートで換算しております。

(14)	法人税等

　繰延税金資産及び負債の認識に際しては、税務上の繰越欠

損金及び会計上の資産・負債と税務上の資産・負債との間の

一時差異の将来回収見込額を考慮し、資産負債法によってお

ります。

	 	 	 	 	 	

(15)	現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少のリスクしか負わない取得日から3カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

(16)	1 株当たり情報

　1株当たり当期純利益は、普通株式の年間の平均発行済株

式数に基づいております。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首時点におい

て、転換社債が普通株式に転換されたもの及びすべての希薄

化効果のあるストック・オプションは行使されたものとの仮

定に基づくものであります。

　１株当たり配当額は各年度に係る配当額を表しております。

3.	キャッシュ・フロー計算書

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在における連結貸借対照表上の現金預金と連結キャッシュ・フロー計算書上の現

金及び現金同等物との関係は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

現金及び預金	 ¥12,554 ¥16,792 $125,277 

預入期間が3カ月を超える定期預金	 (394) (357) (3,932)

流動資産の「有価証券」のうちフリーファイナンシャルファンド	 364 411 3,633 

現金及び現金同等物	 ¥12,524 ¥16,846 $124,978 

　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008 

流動資産	 ¥8,691 ¥ - $86,728

固定資産	 11,838 - 118,132

流動負債	 (6,847) - (68,327)

固定負債	 (3,326) - (33,190)

連結調整勘定	 217 - 2,165 

少数株主持分	 (4,275) - (42,660)

取得価額	 6,298 - 62,848 

取得価額のうち、当期購入分	 5,794 - 57,819 

現金および現金同等物			 (482) - (4,810)

差引	 ¥5,312 ¥ - $53,009

　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008 

流動資産	 ¥ - ¥9,105 $ -

固定資産	 - 1,369 -

資産合計	 - 10,474 -

流動負債	 - 8,425 -

固定負債	 - 422 -

負債合計	 ¥ - ¥8,847 $ -
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　重要な非資金取引の内容は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

新株予約権の行使 :

新株予約権の行使による資本金増加額	 ¥5,640 ¥3,210 $56,281

新株予約権の行使による資本準備金増加額	 5,639 3,211 56,272

新株予約権の行使による新株予約権付社債減少額	 ¥11,279 ¥6,421 $112,553

4.	棚卸資産

　2008年3月31日及び2007年3月31日における棚卸資産の種類別内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

製品及び商品	 ¥17,691 ¥13,093 $176,539

原材料	 3,092 2,449 30,855

仕掛品	 4,258 4,272 42,491 

未成工事支出金	 1,386 1,687 13,831

その他 (貯蔵品 )	 3,046 2,136 30,396

¥29,473 ¥23,637 $294,112

5.	有価証券

(1)2008年 3月 31日及び2007年 3月31日現在における、時価のあるその他有価証券の取得原価及び帳簿価額 (時価 )

　	の要約は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

取得原価 帳簿価額 差額 取得原価 帳簿価額 差額 取得原価 帳簿価額 差額

　 2008 2007 2008

帳簿価額が取得原価を超える有価証券	

　株式  ¥7,897  ¥19,428  ¥11,531  ¥8,901  ¥29,245  ¥20,344  $78,805  $193,873  $115,068

帳簿価額が取得原価を超えない有価証券

　株式	  4,126  3,315  (811)  152  132  (20)  41,173  33,080  (8,093)

　  ¥12,023  ¥22,743  ¥10,720  ¥9,053  ¥29,377  ¥20,324  $119,978  $226,953  $106,975

(2)	2008年 3月 31日及び2007年 3月31日現在の時価のない有価証券の帳簿価額の要約は以下のとおりであります。

(a) 子会社株式及び関係会社株式

帳簿価額

百万円 千米ドル

2008 2007 2008

非上場株式 ¥12,218 ¥9,669 $121,924 

(b) その他有価証券

帳簿価額

百万円 千米ドル

2008 2007 2008

非上場株式  ¥1,374  ¥2,029 $13,711 

その他  364  423 3,633 

¥1,738  ¥2,452 　$17,344

6.	土地再評価

　2002年3月31日、当社及び一部の連結子会社は、｢土地の再評価に関する法律｣に基づいて、事業用土地の再評価を行い、評

価差額について税効果を認識し、純資産の部に計上しております。

再評価を行った土地の2008年3月31日現在における時価と再評価後の帳簿価額との差額は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

再評価後の帳簿価額 時価 差額 差額

再評価した事業用土地 ¥15,393 ¥12,385 ¥(3,008) $(30,017)

7.	借入債務及び長期借入債務

　短期借入債務の期末残高に対する加重平均利率は2008年3月31日で1.24%、2007年3月31日で1.20%であります。

2008年3月31日及び2007年3月31日における長期借入債務の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008 

銀行及び保険会社からの借入金	
(0.43%	～ 5.61%	、2023年までの分割返済 )	 ¥64,084 ¥57,158 $639,497
0.00%	無担保円貨建転換社債型新株予約権付社債　償還期限2009年 - 11,279 -

0.42%	無担保社債　償還期限2008年	 - 280 -

0.78%	無担保社債　償還期限2007年	 - 100 -

1.36%	無担保社債　償還期限2010年	 100 100 998

1.27%	無担保社債　償還期限2010年	 100 100 998

0.20%	無担保社債　償還期限2008年	 100 100 998

0.82%	無担保社債　償還期限2009年	 60 100 598

1.24%	無担保社債　償還期限	2011年	 53 67 529

0.51%	無担保社債　償還期限	2008年	 - 72 -

0.62%	無担保社債　償還期限	2008年	 - 100 -

0.97%	無担保社債　償還期限	2010年	 100 100 998

64,597 69,556 644,616

１年内返済予定分を控除	 17,450 13,995 174,134

　 ¥47,147 ¥55,561 $470,482

　長期借入債務の1年ごとの返済期日は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2009年	      ¥17,450 $174,134

2010年	  8,865 88,464

2011年	  12,771 127,442

2012年	  5,816 58,038

2013年	  2,368 23,631

2014年	及びそれ以降	  17,327 172,907
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　2008年3月31日現在における短期借入債務3,860百万円(38,519千米ドル)及び長期借入債務7,888百万円(78,715千米

ドル)に対する担保提供資産の要約は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

土地	  10,120 100,988

建物及び構築物	  4,270 42,611

機械装置	  1,579 15,757

その他	( 有形固定資産 )	  42 419

その他の資産		  44 439

 ¥16,055 $160,214

8.	デリバティブとヘッジ取引

　当社及び一部の連結子会社においては、取り組み方針として、為替及び金利変動等のリスクを回避するためにのみデリバティ

ブ取引を利用することとしております。利用に際しては、社内規程に基づきデリバティブ取引を行い、為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジします。

　ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段:	 ヘッジ対象:

	 為替予約	 	 輸入取引

	 金利スワップ	 	 長期借入金

	 金利オプション	 	 長期借入金

9.	法人税等

　2008年3月期及び2007年3月期において、繰延税金資産及び負債を計算するために用いた法定実効税率は、40.6%であり

ます。2008年3月期及び2007年3月期現在における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との調整は以下の

とおりであります。

2008 2007 

法定実効税率	 40.6% 40.6%

永久に損金不算入の費用	 1.5 1.9

持分法投資利益	 (3.7) (4.1)

住民税均等割	 0.7 0.8

その他	 (0.9) 4.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率		 38.2% 43.4%

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在における繰延税金資産・負債の主な内容は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル	

　 2008 2007 2008 

繰延税金資産 :

役員退職慰労引当金及び退職給付引当金	 ¥3,379 ¥3,241 $33,719

未払費用 (賞与 )	 1,723 1,613 17,194

投資有価証券評価減	 1,408 1,095 14,050

減損損失	 777 661 7,754

貸倒引当金	 644 786 6,427

未払事業税	 527 507 5,259

税務上の繰越欠損金	 411 491 4,101

その他	 2,103 1,770 20,986

　　繰延税金資産小計	 10,972 10,164 109,490

評価性引当額	 (1,036) (880) (10,338)

繰延税金資産合計	 9,936 9,284 99,152

繰延税金負債 :

その他有価証券評価差額金	 (4,370) (8,248) (43,608)

固定資産圧縮積立金	 (4,330) (4,356) (43,209)

資本連結に伴う評価差額	 (1,496) (522) (14,929)

その他	 (1,657) (1,377) (16,535)

繰延税金負債合計	 (11,853) (14,503) (118,281)

繰延税金資産・負債の純額	 ¥(1,917) ¥(5,219) $(19,129)

　なお、上記の他、2008年3月期の土地再評価に係る繰延税金資産及び負債は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

土地再評価に係る繰延税金資産	 ¥4,436 $44,267

評価性引当額	 (4,314) (43,049)

土地再評価に係る繰延税金資産合計	 ¥122 $1,218

土地再評価に係る繰延税金負債	 ¥ (1,438) $ (14,350)

10.	純資産の部

　日本の法規では、新株への払込金の全額を資本金とするこ

とが求められています。しかし、会社は、取締役会決議により、

新株の価額の2分の1を超えない額を払込剰余金と指定するこ

とができ、これは資本準備金に計上されます。

　剰余金の配当を行う場合、配当の10％に相当する額、また

は資本金の25％に相当する額が資本準備金と利益準備金の合

計額を超える時はその超過額のうち、いずれか少ないほうの

金額を資本準備金または利益準備金として計上しなければな

りません。利益準備金は、添付した連結貸借対照表の利益剰

余金に含まれています。

　また、資本準備金と利益準備金は、欠損を埋めるために使

用するか、資本金に組み入れることができ、いずれも通常は

株主総会の決議を要します。

　資本準備金と利益準備金は直接配当として分配することは

できませんが、それぞれその他資本剰余金とその他利益剰余

金に振り替えることにより、配当に使用することが可能にな

ります。

　会社が配当として分配しうる限度額は、会社法に従い、当

社の個別財務諸表に基づいて算出されます。
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　 　 　 　 　 　 百万円

2008年 3月期
産業関連

事業

医療関連

事業

ケミカル

関連事業

エネルギー

関連事業

その他の

事業

消去又は

全社
連結

売上高 :

外部顧客に対する売上高	 ¥194,571 ¥51,800 ¥91,329 ¥51,094 ¥37,432 ¥- ¥426,226

セグメント間の内部売上高
又は振替高	 6,137 51 925 838 16,327 (24,278) -
計	 200,708 51,851 92,254 51,932 53,759 (24,278) 426,226

営業費用	 182,971 50,542 89,081 50,238 52,094 (24,278) 400,648

営業利益	 ¥17,737 ¥1,309 ¥3,173 ¥1,694 ¥1,665 ¥- ¥25,578

資産	 ¥162,107 ¥33,873 ¥68,061 ¥30,835 ¥38,271 ¥20,252 ¥353,399

減価償却費	 ¥7,272 ¥857 ¥1,445 ¥2,226 ¥1,722 ¥- ¥13,522

減損損失	 ¥- ¥- ¥- ¥- ¥628 ¥8 ¥636

資本的支出	 ¥17,057 ¥737 ¥3,224 ¥3,925 ¥1,818 ¥- ¥26,761

　 百万円

2007年 3月期
産業関連

事業

医療関連

事業

ケミカル

関連事業

エネルギー

関連事業

生活関連

事業

その他の

事業

消去又は

全社
連結

売上高 :

外部顧客に対する売上高	 ¥185,083 ¥49,445 ¥78,676 ¥46,991 ¥21,378 ¥23,078 ¥- ¥404,651

セグメント間の内部売上高
又は振替高	 5,785 57 178 622 586 13,788 (21,016) -
計	 190,868 49,502 78,854 47,613 21,964 36,866 (21,016) 404,651

営業費用	 174,947 47,979 76,610 46,112 21,773 35,149 (21,016) 381,554

営業利益	 ¥15,921 ¥1,523 ¥2,244 ¥1,501 ¥191 ¥1,717 ¥- ¥23,097

資産	 ¥143,987 ¥39,212 ¥43,389 ¥29,701 ¥6,153 ¥24,199 ¥42,587 ¥329,228

減価償却費	 ¥6,425 ¥1,182 ¥1,053 ¥2,133 ¥358 ¥1,451 ¥- ¥12,602

減損損失	 ¥1,053 ¥- ¥- ¥418 ¥103 ¥- ¥- ¥1,574

資本的支出	 ¥12,723 ¥904 ¥1,649 ¥3,820 ¥239 ¥1,132 ¥- ¥20,467

　 千米ドル

2008年 3月期
産業関連

事業

医療関連

事業

ケミカル

関連事業

エネルギー

関連事業

その他の

事業

消去又は

全社
連結

売上高 :

　外部顧客に対する売上高	 $1,941,633  $516,914  $911,376  $509,869  $373,536  $-  $4,253,328 

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高	 61,241  509  9,231  8,363  162,927  (242,271) -
計	 2,002,874  517,423  920,607  518,232  536,463  (242,271)  4,253,328

営業費用	 1,825,876  504,360  888,943  501,327  519,849  (242,271)  3,998,084

営業利益	  $176,998   $13,063  $31,664  $16,905  $16,614  $-  $255,244 

資産	  $1,617,673   $338,020   $679,184   $307,704   $381,907  $202,096   $3,526,584 

減価償却費	 $72,568  $8,552  $14,420  $22,213  $17,184  $-  $134,937 

減損損失	 $-  $-  $-  $-  $6,267  $80  $6,347 

資本的支出	 $170,213  $7,355  $32,172  $39,168  $18,141  $-  $267,049 

　 百万円

2007年 3月期
産業関連

事業

医療関連

事業

ケミカル

関連事業

エネルギー

関連事業

その他の

事業

消去又は

全社
連結

売上高 :

外部顧客に対する売上高 ¥185,083 ¥49,445 ¥78,676 ¥46,991 ¥44,456 - ¥404,651 

セグメント間の内部売上高又は振替高 ¥5,785 ¥57 ¥178 ¥622 ¥13,458 (20,100) - 

計 ¥190,868 ¥49,502 ¥78,854 ¥47,613 ¥57,914 (20,100) ¥404,651 

営業費用 ¥174,947 ¥47,979 ¥76,610 ¥46,112 ¥56,006 (20,100) ¥381,554 

営業利益 ¥15,921 ¥1,523 ¥2,244 ¥1,501 ¥1,908 - ¥23,097 

資産 ¥143,987 ¥39,212 ¥43,389 ¥29,701 ¥30,352 ¥42,587 ¥329,228 

減価償却費 ¥6,425 ¥1,182 ¥1,053 ¥2,133 ¥1,809 - ¥12,602 

減損損失 ¥1,053 - - ¥418 ¥103 - ¥1,574 

資本的支出 ¥12,723 ¥904 ¥1,649 ¥3,820 ¥1,371 - ¥20,467 

　2008年3月期及び2007年3月期の日本における売上高及び資産の金額は全セグメントの売上高及び資産の90%以上であり

ます。2008年3月期及び2007年3月期の海外売上高は全セグメントの売上高の10%未満であります。

11.	セグメント情報

　会社及び連結子会社は会社の製造及び販売活動を、従来、

6つの事業(産業関連事業、医療関連事業、ケミカル関連事業、

エネルギー関連事業、生活関連事業、その他の事業)に区分し

ておりましたが、2008年3月期より、5つの事業(産業関連

事業、医療関連事業、ケミカル関連事業、エネルギー関連事業、

その他の事業)に変更しております。

　2008年3月期及び2007年3月期における事業の種類別セ

グメント情報の要約は以下のとおりであります。

　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の合計は

2008年3月31日現在で41,190百万円(411,037千米ドル

)、2007年3月31日現在で55,600百万円あり、その主な

ものは連結財務諸表提出会社の現金及び預金、投資有価証券

及び管理部門に係る資産等であります。

( 固定資産の減価償却の方法 )

　「会計方針の変更」に記載のとおり、2008年3月期から従

来定率法を採用していた有形固定資産について、減価償却の

方法を定額法に変更しております。また、法人税法の改正に

伴い、2007年4月1日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法によっており

ます。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結

会計年度における営業費用は「産業関連事業」が140百万円

(1,397千米ドル)、「医療関連事業」が17百万円(170千米

ドル)、「ケミカル関連事業」が279百万円(2,784千米ドル)、

「エネルギー関連事業」が18百万円(180千米ドル)、「その他

の事業」が193百万円(1,926千米ドル)減少し、それぞれ営

業利益が同額増加しております。

( 追加情報 )

　「会計方針の変更」に記載のとおり、2008年3月期から法

人税法の改正に伴い、2007年3月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結

会計年度における営業費用は「産業関連事業」が376百万円

(3,752千米ドル)、「医療関連事業」が25百万円(249千米

ドル)、「ケミカル関連事業」が152百万円(1,516千米ドル)、

「エネルギー関連事業」が28百万円(279千米ドル)、「その他

の事業」が80百万円(798千米ドル)増加し、それぞれ営業利

益が同額減少しております。

( 役員退職慰労引当金の会計処理 )

　「会計方針の変更」に記載のとおり、2008年3月期から

一部の連結子会社において、改正後の「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労

引当金等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会　

2007年4月13日監査・保証実務委員会報告第42号)を適用

しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結

会計年度における営業費用は「産業関連事業」が22百万円

(220千米ドル)、「医療関連事業」が1百万円(10千米ドル)増加

し、それぞれ営業利益が同額減少しております。

　なお、当連結会計年度において用いた事業区分によった場

合の、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は以下

のとおりであります。
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17.	リース取引

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在及び同日に終了する事業年度における所有権移転外ファイナンス・リースの借

手側に関連する情報は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

(1)	未経過リース料期末残高相当額

一年内 ¥6,956 ¥6,188 $69,414 

一年超 34,783 30,189 347,101 

　 ¥41,739 ¥36,377 $416,515

上記未経過リース料にはリース資産減損勘定321百万円 (3,203千米ドル )は含まれておりません。

(2)	リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 ¥57,663 ¥50,658 $575,422

減価償却累計額相当額 ¥20,963 ¥17,299 209,191 

減損損失累計額相当額 341 111 3,403

期末残高相当額 ¥36,359 ¥33,248 $362,828

(3)	支払リース料 ¥6,863 ¥6,075 $68,486

　2008年3月期におけるリース資産の減価償却費相当額は5,910百万円(58,976千米ドル)、リース資産減損勘定取崩額は10

百万円(100千米ドル)、支払利息相当額は1,246百万円(12,434千米ドル)であります。

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在及び同日に終了する事業年度における所有権移転外ファイナンス・リースの貸

手側に関連する情報は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

(1)	未経過リース料期末残高相当額

一年内 ¥951 ¥625 $9,490

一年超 5,748 1,599 57,360

　 ¥6,699 ¥2,224 $66,850

(2)	リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 ¥2,993 ¥2,952 $29,867

減価償却累計額相当額 1,515 1,601 15,118

期末残高相当額 ¥1,478 ¥1,351 $14,749

(3)	受取リース料 ¥592 ¥624 $5,908

(4)	減価償却費 ¥394 ¥409 $3,932

18.	オペレーティング・リース

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在におけるオペレーティング・リースの支払予定額は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

１年内 ¥287 ¥289 $2,864

１年超 1,919 2,095 19,150

　 ¥2,206 ¥2,384 $22,014

12.	偶発債務

　2008年3月31日における受取手形割引高は550百万円

(5,488千米ドル)であります。また、当社は他の会社及び従

業員の銀行借入等に対する保証債務を行っており、その総額

は1,108百万円(11,057千米ドル)であります。

13.	減損損失

　2008年3月期において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失 (百万円 ) 減損損失 (千米ドル )

エコロッカ事業用資産 リース資産 茨城県　水戸市 ¥628 $6,267

遊休資産 土地 茨城県　行方市 ¥8 $80

　当社グループは、事業用資産については、継続的に収支の

把握を行っている連結業績管理上の事業区分ごとに、利用計

画の定まっていない遊休資産については個別物件単位に資産

のグルーピングを行っております。

　遊休資産については、地価の下落等により市場価格が帳簿

価額を下回り、かつ、今後の利用計画も定まっていない資産

について減損損失を認識しております。

　具体的には、個々の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失として特別損失に計上しております。

　資産グループの回収可能価額は、正味売却価額または使用

価値により測定しております。正味売却価額は、土地につい

ては主として固定資産税評価額に合理的な調整を行った価額

により評価し、重要性の高い資産については不動産鑑定評価

額等に基づいて評価しております。

14.	投資有価証券等売却損

　2008年3月期及び2007年3月期における投資有価証券等売却損の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

投資有価証券売却損 ¥0 ¥0 $0 

ゴルフ会員権売却損 - 3 -

　 ¥0 ¥3 $0 

15.	投資有価証券等評価損

　2008年3月期及び2007年3月期における投資有価証券等評価損の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

　 2008 2007 2008

投資有価証券評価損 ¥513 ¥70 $5,119 

ゴルフ会員権評価損 24 101 240 

　  ¥537  ¥171 $5,359 

16．関係会社事業損失

　関係会社事業損失の内訳は次のとおりであります。

　 百万円 千米ドル

関係会社株式評価損 ¥34 $339

貸倒引当金繰入額 58 579

　 ¥92 $918
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19.	退職給付引当金

　2008年3月31日及び2007年3月31日現在の連結貸借対照表における退職給付引当金の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2008 2007 2008

退職給付債務	 ¥29,101 ¥27,887 $290,400 

前払年金費用	 3,172 2,437 31,654 

未認識過去勤務債務	 2,387 2,673 23,820 

未認識数理計算上の差異	 (8,517) (7,183) (84,992)

年金資産	 (18,660) (18,660) (186,209)

退職給付引当金	 ¥7,483 ¥7,154 $74,673

　2008年3月期及び2007年3月期の連結損益計算書に計上されている退職給付費用の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2008 2007 2008

勤務費用	 ¥1,527 ¥1,339 $15,238

利息費用	 610 508 6,087

期待運用収益	 (492) (328) (4,909)

数理計算上の差異の費用処理額	 994 954 9,919

過去勤務債務の費用処理額	 (303) (303) (3,024)

退職給付費用	 ¥2,336 ¥2,170 $23,311

　上記以外に割増退職金を支払っており、特別損失に計上しております。

　連結会社が使用した退職給付債務の割引率は主として2.5%(2007年3月期は2.5%)、年金資産の期待運用収益率は主として

2.5%(2007年3月期は2.5%)であります。全ての退職給付見込額は見積勤務期間を用いた期間定額基準により各会計年度へ配

分しております。

　数理計算上の差異は主として12年にわたり、定額法によって費用処理しております。過去勤務債務は12年にわたり、定額法

によって費用処理しております。

20. ストック・オプション等関係

１	 ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費						42百万円

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)	ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 ㈱日本海水

決議年月日 平成19年8月8日 平成16年 8月30日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 (社外取締役を除く )18名 同社取締役　　5名

株式の種類及び付与数 普通株式　60,100株 同社普通株式　606,349株

付与日 平成19年8月31日 平成16年 8月31日

権利確定条件 当社取締役の地位を喪失したこと。 付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成19年9月1日から平成39年8月31日
までの期間内において、権利確定後5年以内

平成18年9月1日から平成26年8月31日
まで

会社名 ㈱日本海水 ㈱日本海水

決議年月日 平成17年8月30日 平成19年 9月28日

付与対象者の区分及び人数 同社子会社取締役　1名 同社取締役5名及び同社使用人5名

株式の種類及び付与数 同社普通株式　60,000株 同社普通株式　408,991株

付与日 平成17年8月31日 平成19年 9月29日

権利確定条件 付されておりません。 付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成19年9月1日から平成27年8月31日
まで

平成21年9月29日から平成29年9月28
日まで

(2)	ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 ㈱日本海水

決議年月日 平成19年8月8日 平成16年 8月30日

権利確定前

　期首 (株 ) - -

　付与 (株 ) 60,100 -

　失効 (株 ) - -

　権利確定 (株 ) - -

　未確定残 (株 ) 60,100 -

権利確定後

　期首 (株 ) - 372,653 

　権利確定 (株 ) - -

　権利行使 (株 ) - 189,888 

　失効 (株 ) - -

　未行使残 (株 ) - 182,765 

会社名 ㈱日本海水 ㈱日本海水

決議年月日 平成17年8月30日 平成19年 9月28日

権利確定前

　期首 (株 ) - -

　付与 (株 ) - 408,991 

　失効 (株 ) - -

　権利確定 (株 ) - 408,991 

　未確定残 (株 ) - -

権利確定後

　期首 (株 ) 26,400 -

　権利確定 (株 ) - 408,991 

　権利行使 (株 ) 26,400 -

　失効 (株 ) - -

　未行使残 (株 ) 0 408,991 
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②		単価情報

会社名 提出会社 ㈱日本海水

決議年月日 平成19年8月8日 平成16年 8月30日

権利行使価格 １株当たり　1円 １株当たり　100円

行使時平均株価 - -

付与日における公正な評価単価 １株当たり　1,001円 -

会社名 ㈱日本海水 ㈱日本海水

決議年月日 平成17年8月30日 平成19年 9月28日

権利行使価格 １株当たり　100円 １株当たり　540円

行使時平均株価 - -

付与日における公正な評価単価 - -

21.	企業結合関係

　当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

( 共通支配下の取引等関係 )

Ⅰ．当社が完全親会社となりエア・ウォーター防災株式会社が完全子会社となる株式交換

	

１．結合当事者企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要

(1)	結合当事者企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

①	結合企業

名称 事業の内容

エア・ウォーター株式会社 (当社 )
産業ガス関連、ケミカル関連、医療用ガス関連、エネルギー
関連等の製品の製造及び販売

②	被結合企業

名称 事業の内容

エア・ウォーター防災株式会社 呼吸器、医療装置、消火装置等の設計・製造・販売

(2)	企業結合の法的形式

　当社がエア・ウォーター防災株式会社を完全子会社とする株式交換

(3)	結合後企業の名称

　当社を完全親会社とし、エア・ウォーター防災株式会社を完全子会社とする株式交換を実施いたしました。

なお、株式交換後の完全子会社の名称に変更はありません。

(4)	取引の目的を含む取引の概要

　急速に変化する経営環境において、エア・ウォーター防災株式会社が永続的な発展を維持していくためには、当社との一

層堅密な連携と迅速かつ柔軟な意思決定を可能にする経営体制を築くことが必要と考え、平成19年8月１日に株式交換を実

施いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準　三　企業結合に係る会計基準　４　共通支配下の取引等の会計処理	(1)	共通支配下の取引」

に規定する個別財務諸表上及び連結財務諸表上の会計処理を適用いたしました。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

(1)	取得原価及びその内訳

当社普通株式 2,649百万円 (26,435千米ドル)
取得に直接要した支出額 	25百万円 (249千米ドル)
取得原価 2,674百万円 (26,684千米ドル)

(2)	株式種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

①　株式の種類及び交換比率

普通株式　　　当社　１株：エア・ウォーター防災株式会社　0.44株

②　交換比率の算定方法

当社は、大和証券エスエムビーシー株式会社(以下、大和証券SMBC)を第三者機関として選定して株式交換比率の算定を

依頼し、その算定結果を参考にして当事者間で協議した結果、上記のとおり株式交換比率を決定しました。大和証券SMBC

は、上場会社である当社については、市場で形成された株価を使用する市場株価法による評価を行い、非上場会社であるエア・

ウォーター防災株式会社については、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法による評価を行い、株式交換比率を算定

しました。

なお、エア・ウォーター防災株式会社は株式交換比率の協議に際し、独自にその公正性及び妥当性を確保する観点から、

第三者機関であるなぎさ監査法人より、株式交換比率について財務的見地から妥当である旨の意見表明を得ております。

また、第三者機関である大和証券SMBCは、当社及びエア・ウォーター防災株式会社の関連当事者に該当いたしません。

③　交付株式数及びその評価額

2,043,888株(新株発行1,843,888株、自己株式200,000株)　2,649百万円(26,435千米ドル)　

(3)	発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　のれんの金額

償却総額　110百万円(1,098千米ドル)

　②　発生原因

追加取得したエア・ウォーター防災株式会社の普通株式の取得原価と減少する少数株主持分の金額の差額をのれんとして

処理しております。

③　償却方法及び償却期間

5年間で均等償却

22. 後発事象

2008年5月15日に開催された当社の取締役会で以下の配当が承認されました。

百万円 千米ドル

配当金 ¥2,220 $22,153





 

 

 








